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要旨
　子どもの心の健康問題において外部の関係機関や専門家との連携が必要となっているケースが増えてお
り、連携におけるスクールカウンセラーの役割が重要となっている。本研究の目的は、スクールカウンセ
ラーが外部機関と連携することによって、子どもの心の健康問題の状況が好転するまでのプロセスをモデ
ル化することである。中学校に勤務するスクールカウンセラー１名に半構造化面接を行い、4事例につい
て複線経路・等至性モデル（TEM）を用いて分析、記述を行った。
　スクールカウンセラーは、①危険度・緊急度が高い、②病的である、③障害の疑いがあり診断が必要で
ある、④校内対応には限界がある、の4つの視点から外部機関との連携の必要性を判断している。また、
「生徒や保護者、教職員からの信頼」、「教職員の共通理解」、「関係機関の情報」、「専門的な知識」
などが、外部機関との連携や問題の好転化において重要な要因となっていることが示唆された。

キーワード
スクールカウンセラー、外部機関、連携、プロセス

Abstract
　Schools’ Coordination with applicable external organizations and professionals is necessary for 
children’s mental health problems in an increasing number of cases, and the role of school counselors is 
increasingly important in Coordination. The purpose of this study was to model the process in which 
children’s mental health problems improved by school counselors’ coordinating with external 
organizations. We conducted a semi-structured interview with a school counselor working in a junior high 
school and analyzed and described four cases using the Trajectory Equifinality Model (TEM).
　The school counselor evaluated the need to coordinate with external organizations from four 
perspectives: 1. the student is highly dangerous or the situation is very urgent; 2. the student is diseased; 3. 
the student may have a disorder and needs to be medically examined; 4. the situation is beyond the ability 
of school counseling support. In addition, it was suggested that “the trust of students, guardians, teaching 
staff,” “a shared understanding among teaching staff,”
information on related organizations,” “expertise,” and others were the major factors in the school 
counselor’s collaborating with external organizations and improving problems.
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school counselors, external organizations, coordination, process
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Ⅰ　はじめに

　文部省のスクールカウンセラー活用調査事
業が平成７（1995）年度に始まり、スクール
カウンセラー（以下、SCとする）の配置校数
は年々増加し、平成24（2006）年度には、約
２万校の小･中学校にSCが派遣されている

1 ）

。
平成19（2001）年の「児童生徒の教育相談の
充実について―生き生きとした子どもを育て
る相談体制づくり―（報告）」によれば、SC
が相談に当たる児童生徒の相談内容は、不登
校に関することが最も多い。いじめ、友人関
係、親子関係、学習関係等多岐にわたってお
り、近年は、発達障害、精神疾患、リスト
カット等の自傷やその他の問題行動などます
ます多様な相談に対応する必要性が生じてい
る

２）

。子どもの抱える心の問題への対応につい
ては、心理社会的要因のみにより、これを理
解しようとし、主にカウンセリングで解決を
図ろうとする姿勢が教育関係者や保護者の間
で一般的であった。しかし、子どもの心の問
題は深刻化しており、対応に苦慮する子ども
は医療を必要とするケースであることが多く
なっている。また、不登校、いじめ、自殺願
望、自傷行為（リストカットなど）、拒食症
を始めとする現代的な心の健康問題にも医学
的背景を持つ場合が多いことが明らかになり
つつある

３）

。
　SCは、児童生徒の多様な悩み等に応えてい
るが、児童生徒の状況によっては、医療的な
観点での治療が必要なケースなど多様であ
り、個々のケースに応じて、SCは一人で抱え
込むことなく、関係機関や養護教諭等と適切
な連携を図ることが必要である。しかしなが
ら、SCは非常勤であり、相談体制は１校あた
り平均週１回、４～８時間といった学校が多
い。SCの勤務時間数が限定されていることか
ら、子どもや保護者が相談したいタイミング
で相談できない、SCと教職員との間において
必要な情報の共有がなされないなどの課題が

ある
２）

。
　伊藤

４）

は、SCにはまず「学校で役に立つ」こ
とが求められるとして、①外部性を活かす、
②アセスメントする、③教師との関係づくり
（内部性の獲得）、④つなぐ、の４つの観点
からSCのあり方を述べている。教師とは違っ
たSCの専門性から子どもに関わる支援の手
（外部性）に対する期待は大きい。しかし、
こうした「異なる専門性をもち外部から学校
に入る」という特徴は、反面で、教師との距
離を拡大し仲間意識をもちにくいという弊害
を生みやすい。日ごろからの教師との関係づ
くり（内部性の獲得）が大きな課題となる。
外部性と内部性の狭間に立つSCにとって、中
立的な立場を活かした「つなぐ役割」を取る
ことも大切な仕事の一つである。子ども同
士、子どもと教師、子どもと保護者の仲介や
関係調整の他にも、学校と家庭、学校と地域
といった学校の内と外を結ぶ「架け橋的役
割」を期待されることも多い。一つ一つの
ケースを見立て、このケースではどういう手
立てが必要か、どの専門機関を紹介し連携す
ることが必要かを適切に判断し、学校外に対
しても上手につなぐことが必要とされる。学
校と専門機関との間を橋渡ししながら一緒に
関わり続けていくという姿勢が大切である。
　子どもの心の健康問題において医療機関や
相談機関などの外部機関との連携を必要とす
るケースが増えており、その連携の種類は事
例の数ほどあり、その対象、レベルも多様で
プロセスによっても変化する。様々な文献に
おいて、連携におけるSCに求められる役割に
ついての記述

５）６）７）

　は多くみられるが、実践事
例に基づく、連携における経路の多様性を踏
まえた外部機関との連携プロセスに関する文
献は見られない。
　本研究の目的は、「外部機関との連携」
（以下、「外部連携」とする）に焦点を当
て、心の健康問題をもつ子どもや保護者と関
わったSCが連携することによって、問題の状
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況が好転するまでのプロセスをモデル化する
ことである。

Ⅱ　研究方法

１．対象
　中学校に勤務するSCが心の健康問題につい
て外部連携した実践事例4例を対象とした。
２．用語の定義
　連携：多様な分野の個人や組織が、同じ目
　　　的に向かって、異なる立場でそれぞれ
　　　の役割を果たしつつ、互いに連絡をと
　　　り、協力し合って取り組むことである

８）

。
　コーディネート：個人や組織等、異なる立
　　　場や役割の特性を引き出し、調和さ　
　　　せ、それぞれが効果的に機能しつつ、
　　　同じ目標に向かって全体の取り組みが
　　　有機的、統合的に行えるように連絡・
　　　調整を図ることである

８）

。
　好転：「学習・行動（生活）・性格面など
　　　の望ましい学校生活における変化

９）

」で
　　　ある。
３．事例の収集方法
　調査対象者は、２つの中学校に勤務する女
性のSCである。SCの経験年数は８年であり、
臨床心理士の資格を有している。学校でのSC
の他に、精神科における心理職、相談機関で
の相談員など、様々な機関での臨床経験があ
る。心の健康問題における外部連携という経
験に焦点を当てて、歴史的構造化サンプリン
グ（historical structured sampling：HSS）

10）

に
より、複数の事例で外部連携の経験をもつSC
を選定し、実践事例について語ってもらっ
た。SCの勤務校において、2013年１月に、60
分の時間で、SCの実践事例について半構造化
面接を行った。表１に、質問項目と内容を示
す。面接内容は、対象者の同意を得て、ICレ
コーダーに録音した。逐語録を作成して、
データとした。

４．分析方法
　逐語録をもとに、KJ法の手法を用いてカテ
ゴリー化した。複線経路・等至性モデル
（Trajectory Equifinality Model：TEM）を用
いて、４事例について分析した。TEMは、人
間を開放システムとして捉え、等至性を研究
の対象として中心的に扱うことにより、行為
の遂行や選択、発達的現象について時間的経
緯や社会的文化的背景の多様性を記述するた
めの方法論である

11）

。TEM の概念
12）

にもとづ
き、等至点（Equifinality Point：EFP）、両極
化した等至点（Polarized Equifinality Point：
P-EFP）、分岐点（Bifurcat ion Point：
BFP）、必須通過点（Obligatory Passage 
Point：OPP）を設定した。外部連携する上で
影響を及ぼす様々な要因を、社会的方向づけ
（Social Direction：SD）及び社会的ガイド
（Social Guidance：SG）として表した。TEM
図を作成し、外部連携のプロセスのモデル化
を図った。
　2013年３月に２回目の面接を非構造化面接
により行い、TEMによる分析結果に対する意
見を求めた。他の事例についてもTEM図に当
てはまるか検証してもらい、TEM図の修正を
行った。
　分析にあたっては、養護や教育を専門とす
る大学教員、養護教諭、教育委員会の指導主
事などの複数の者で検討を重ねたことに加
え、分析結果を研究協力者にフィードバック
して検証してもらうことで、信頼性・妥当性
を高めるようにした。
５．倫理的配慮
　調査対象者及び勤務校の学校長から研究協
力の承諾を得て調査を依頼した。倫理上の配
慮として、調査対象者に詳細な配慮事項を書
面に示し、口頭で説明した。面接内容は、同
意を得て、ICレコーダーに録音した。なお、
本研究は､新潟青陵大学倫理審査委員会の審査
を受け、承認を得て実施した。
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Ⅲ　結果

１．事例の経緯
　外部連携が必要であると判断するまでの期
間を「第Ⅰ期」、実際に外部連携するまでの
期間を「第Ⅱ期」、外部連携した後の期間を
「第Ⅲ期」として、４事例の経緯についての
詳細を表１にまとめた。４事例の概要は、以
下の通りである。
事例A：中３男子

　本人が10月頃に、「夏休み頃から調子が
おかしくなった」と、母親に話をする。母
親から教育相談担当に電話があり、養護教
諭につながる。養護教諭の判断で管理職か
らSCに緊急支援対応という形で連絡があ
り、SCは本人と母親と面談する。気持ちが
平板化し死んだ方がいいという思いがある
ことなどから、統合失調症の初期症状が疑
われる。母親が思春期外来に電話をするも
のの、受診までに時間がかかることが分か
る。こころの健康センターに医療機関を紹
介してもらい、医療機関につながる。連携
後、SCが子どもや保護者から処方された薬
や本人の状況を聴いたところ、処方薬は自
殺願望が増えるというデータがある薬で
あったことや、本人の状況がよくなってい
ないことが分かった。そのため、SCは、本
人の状況が改善されていないことを医師に
伝えるように保護者に助言する。薬が合う
ことで、徐々に快方へ向かう。

事例B：中２男子
　転校生で、中２の時に、教室の中でガラ
スを割る、刃物を出すなどの問題行動があ
る。担任から要請があり、SCが本人と母親
に面談する。言葉がなかなか出てこなく
て、手が出てしまうことなどから、SCはア
スペルガー症候群の疑いをもつ。教職員
は、何かあるから診断がないと困るという
ことだった。しかし、本人、母親は精神科
には行きたくないということで、特別支援

教育サポートセンターと連携する。サポー
トセンターで検査を受けた結果、発達障害
の通級指導学級を勧められ、ソーシャルス
キルトレーニングを学ぶ。診断の必要があ
るとのSCの判断から、小児に関する専門的
な病院ということで小児医療センターを母
親に勧める。受診した頃には問題行動がな
くなっていたこともあり、発達障害という
診断はつかなかった。本人が育ってきて、
周りも打ち解けてきたことから、生活がし
やすくなる。

事例C：中１男子
　教室で落ち着かないということで担任か
ら相談が入り、SCが本人、母親と面談す
る。発達障害の疑いがあり、母親自身もだ
いぶ困り感をもっていた。SCは、管理職や
養護教諭と話をし、嘱託の医師のいる児童
相談所を選定する。SCは事前に児童相談所
に問い合わせをしてから、母親に紹介し、
児童相談所とつながる。連携後は、SCでは
なく、担任が子どもや児童相談所と関わる
という形を取る。本人は学校生活を落ち着
いて過ごすことができるようになる。

事例D：中２男子
　中１の３学期から人の目が気になるとい
うことで、登校できなくなる。校内の適応
教室に通うものの、そこも無理であるとい
うことで、中２の初めからずっと不登校と
なる。母親からSCへの面談の要望があり、
月３回、家庭訪問を行うようになる。たわ
いもない話をしたりトランプをしたりし
て、横の関係で会う。母親との面談も、月
１回で継続して行う。本人に高校に行きた
いという気持ちが出てきたことから、母親
と打ち合わせをして、出席日数がカウント
される区の適応教室の話を本人にする。管
理職から連絡を取ってもらい、SCと訪問相
談員と一緒に家庭訪問する。区の適応教室
に通うことになる。
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表１　事例の概要
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　連携プロセスにおいて、【生徒や保護者、
教職員からSCへ教育相談の要望がある】こと
が必須通過点となっている。SCはカウンセリ
ングなどで対応できる場合には「自分で対応
できる」と述べており、４事例のように、治
療や診断が必要な場合や校内対応には限界が
ある場合に外部連携の必要性の判断がなされ
ている。SCは、①危険度・緊急度が高い、②
病的である、③障害の疑いがあり診断が必要
である、④校内対応には限界がある、の４つ
の視点をもとに、生徒の問題に関して外部連
携の必要があるのか、段階的に判断してい
る。①、②の場合には、精神疾患についての
専門的な知識に基づいて、すぐに判断がなさ
れる。障害が疑われる場合などには、③、④
の視点で十分に情報収集や見立てをした上で
判断している。
　この期間における社会的方向づけ（SD）は
　[外部連携が必要であると判断しない]　方向に
働く力、それに対抗する社会的ガイド（SG）
は【外部連携が必要であると判断する】方向
に働く力である。社会的方向づけには、隔週
や週1回などの〈SD1：限られた勤務時間〉や
〈SD2：教職員間のズレ〉がある。それらに
対する社会的ガイドとして、SCに対する
《SG1：生徒や教職員からの信頼》、《SG2：
校内会議等の日程調整》、《SG3：緊急支援
対応》、《SG4：教職員の共通理解》があ
り、【外部連携が必要であると判断する】方
向に働く力となっている。
　SCは勤務時間が限られているので、校内連
携や緊急性のある問題への対応が難しい場合
があり、《校内会議などの日程調整》や《緊
急支援対応》などの社会的ガイドが、連携に
おいて重要な要因となっている。生徒指導部
会、不登校対策委員会、特別支援対策委員会
などの校内組織が設定してあり、SCがメン
バーとして出席できるように日程調整がなさ
れている学校では、校内連携がスムーズに行
うことができる。勤務校によってシステムが

２．連携プロセスのモデル化
　外部連携の経験についてのカテゴリーと主
なデータを表２に示した。表３は４事例の経
路を比較したものである。制度的・論理的に
存在すると考えられる選択や行動、経路も加
えて、TEM図を作成した（図１）。本研究に
おけるTEM概念の意味は、以下の通りであ
る。

等至点（EFP）：複数の多様な経路を経由
して同じ結果が実現する最終状態
両極化した等至点（P-EFP）：設定した等
至点とは意味的に逆の経験
分岐点（BFP）：分岐や選択が生じる結節
点
必須通過点（OPP）：等至点に至るまでに
通らざる得ない経験
社会的方向づけ（SD）：個人の選択や行動
を阻害する方向に働く力
社会的ガイド（SG）：個人の選択や行動に
対して補助的・援助的に働く力

　SCによる選択や行動を【　】、制度的・論
理的に存在すると考えられるSCの選択や行動
を[　]、社会的方向づけ（SD）を〈　〉、社
会的ガイド（SG）を《　》として表す。
１）第Ⅰ期：外部連携が必要であると判断す
るまでの期間
　等至点（EFP1）を【外部連携が必要である
と判断する】とした。まず、【生徒や保護者
が問題に気づく】、【担任や養護教諭などが
問題に気づく】、【管理職などに報告・相談
する】ことで、【OPP1：生徒や保護者、教職
員からSCへ教育相談の要望がある】ことであ
る。【BFP1：危険度・緊急度が高い】あるい
は[BFP2：病的である]場合は、SCはすぐに
【外部連携が必要であると判断する】。危険
度・緊急度が低く病的でもないが、【障害が
疑われる】場合では、【BFP3：診断の必要性
がある】あるいは【BFP4：校内対応には限界
がある】時に【外部連携が必要であると判
断】している。
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表２　SCの外部連携の経験についてのカテゴリー（事例A→ A、事例 B→ B、事例C→C、事例D→D）
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る】。事例Bのように、SCが医師による診断
が必要であると判断していても、生徒や保護
者が【精神科や医療機関などに抵抗感があ
る】時には、【BFP7：総合的な医療機関や医
療機関以外を紹介する】ことをしている。
【生徒や保護者の了解を得る】ことで、【外
部連携する】ことに至り、その際にはSCは情
報提供書を作成して医療機関等に持って行っ
てもらっている。
　SCは、校内での了解、連携先の検討、関係
機関の選定、外部連携についての生徒や保護
者への説明と了解などの経路を経て、外部連
携を行っている。連携がうまく進まないと、
その後の連携が一段と困難になることから、
連携先の検討、関係機関の選定は、特に慎重
になされている。
　この期間における社会的方向づけ（SD）は
　[外部連携しない]　方向に働く力、それに対抗
する社会的ガイド（SG）は【外部連携する】
方向に働く力である。〈S D3：専門医不

異なるので、そうでない場合には、関係する
教職員に個別に話をする、養護教諭に話をし
て後を任せる、放課後に小ミーティングを設
けるなどして情報提供したり役割分担したり
して、それぞれの勤務校に応じた校内連携を
図っている。SCは、関係する教職員に絶対に
伝えなければならないこととして、自傷、他
害、触法行為を挙げており、その他には、本
人が語った詳細というよりも周りが分かって
いた方が本人の利益になることについて情報
提供すると述べている。
２）第Ⅱ期：実際に外部連携するまでの期間
　等至点（EFP2）を【外部連携する】とし
た。SCは【管理職などの了解を得る】あるい
は【校内組織において了解を得る】などし
て、【OPP2：連携先を検討する】。【診断や
治療の必要性がない】場合は【BFP4：医療機
関以外を選ぶ】、【診断や治療の必要性があ
る】場合には【医療機関や医師のいる機関を
選ぶ】ことを行い、【生徒や保護者に説明す

表３　４事例の経路の比較
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図１　心の健康問題に関する外部連携プロセス（SCの判断を中心として）
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い場合には、好転していない状況など医師に
伝えるべきことを生徒や保護者に助言してい
る。また、事例Bのように、連携後も発達障
害の診断の必要性があると判断して医療機関
の受診を勧めたり、事例Cのように、関係機
関と行動連携したりしている、SCは、保護者
と関係機関、学校と関係機関の間をつなぎ、
継続した連携を図っている。
　この期間における社会的方向づけ（SD）は
　[好転しない]　方向に働く力、それに対抗する
社会的ガイド（SG）は【好転する】方向に働
く力である。社会的方向づけには、〈SD7：
連携先の問題〉、〈SD8：教職員のモチベー
ションの低下〉がある。それに対する社会的
ガイドは、《SD9：生徒や保護者からの信
頼》、《SD10：専門的な知識》、《SD11：教
職員への情報提供》、《SD12：医師による適
切な治療》である。
　事例Aでは、精神疾患や障害、薬について
の《専門的な知識》に基づいて、処方された
薬が合っていないことを判断し、医師に伝え
ることを保護者に助言することで、本人の状
況が好転するに至っている。教職員に対して
は、情報提供することで、モチベーションを
維持するようにしている。

Ⅳ　考察

１．校内連携
　面接調査において、外部連携に至る経路
は、複線的で多様性を帯びていることが明ら
かになった。SCは、①危険度・緊急度が高
い、②病的である、③障害の疑いがあり診断
が必要である、④校内対応には限界がある、
の視点をもとに、生徒の問題に関して外部連
携の必要があるのか、段階的に判断してい
た。また、SCはそれぞれの勤務校の現状に応
じた校内連携を図っていることが分かった。
SCの役割として、専門性に裏付けられた適切
なアセスメントを行うことが大変重要となっ

足〉、〈SD4：生徒や保護者の抵抗感〉、
〈SD5：専門機関の利用制限〉、医療機関の
〈SD6：受診までの時間〉の長さが挙げられ
る 。 そ れ ら に 対 す る 社 会 的 ガ イ ド は 、
《SD5：関係機関の情報》、《SD6：教職員の
役割分担》、《SD7：生徒や保護者からの信
頼》、《SD8：専門機関からの情報》であ
る。
　SCは、様々な《関係機関の情報》、《専門
機関からの情報》に基づいて、適切なアセス
メントや関係機関の選定を行っている。SC
は、生徒や保護者への説明や了解に当たっ
て、複数の関係機関の情報や連携の仕方を提
供すること、抵抗感の少ないところから連携
を図ること、教職員で役割分担して家庭訪問
を行うことなどの配慮をして、柔軟なコー
ディネートをしている。
３）第Ⅲ期：外部連携した後の期間
　等至点（EFP3）を【好転する】、両極化し
た等至点（P-EFP）を　[好転しない]　とした。
SCは【生徒や保護者の話を聴く】ことで、外
部連携後の状況を把握している。必要によっ
ては、【関係機関と連携して対応する】こと
もしている。外部連携したことで【好転す
る】という場合もあるが、事例Aのように
【好転しない】場合には、薬の使用など、医
師に伝えた方がよいことを【生徒や保護者に
助言する】ことをしている。また、発達障害
の診断がやはり必要であるとして【BFP8：他
の外部連携をした方がよいかどうか判断す
る】時には、【BFP8：子どもや保護者に説明
し他と外部連携する】ことを行っている。
　外部連携後のSCの生徒や保護者への関わり
が非常に重要であることが分かった。外部連
携がうまくいっていない時には、状況を見極
め、生徒や保護者への助言や他の関係機関の
紹介、行動連携などを実践している。SCは生
徒や保護者から話を聴くことで、状況が好転
しているかどうか、外部連携が適切になされ
ているかの判断を行っていた。好転していな
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間とプロセスの視点から描出した。勤務時間
が限られていたり、委員会などのメンバーで
なかったりして、連携しにくい状況にあって
も、SCは連携の必要性を感じ、様々な手立て
を駆使して、根気よく柔軟な外部連携を図っ
ていた。今回の調査では、外部連携において
経験豊かなSCを対象者とした。SCが必ずしも
外部連携について経験があるとは限らない。
しかしながら、心の健康問題で外部連携を必
要としている子どもが多くいる現状におい
て、SCは、子どもの心の健康問題における役
割は大きい。SCの専門性をどう活かすのか
は、SC個人の問題ではなく、学校という組織
全体の問題である。学校においてSCの専門性
を活かす取組をしていくことが必要である。
　心の健康問題に関する外部連携についての
面接調査だったため、他害や触法行為の事例
は含まれていなかった。今後の課題は、他害
や触法行為も含めて、警察などの関係機関と
の連携におけるSCの関わりも視野に入れ、調
査研究することである。
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Ⅴ　おわりに
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